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○米沢市協働提案制度実施要綱 

平成21年６月９日 

告示第123号 

改正 平成24年３月30日告示第61号 

平成26年３月25日告示第63号 

令和元年６月24日告示第44号 

令和３年３月22日告示第37号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、米沢市協働推進条例（平成21年米沢市条例第１号。以下「条例」と

いう。）第７条第１項に規定する協働提案制度の実施について必要な事項を定めるものと

する。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、協働提案とは、地域の問題及び課題を解決するため、市民及び

市が共に取り組む協働による事業又は協働のためのアイデアをいい、その種類及び意義は、

次の各号に定めるところによる。 

(1) 市民発案型 市民が、協働による事業を提案するもの 

(2) 行政課題型 市が提示する地域の課題について、市民がその解決のための協働によ

る事業を提案するもの 

(3) アイデア提案 市民が、協働のためのアイデアを提案するもの 

（平24告示61・全改、平26告示63・一部改正） 

（提案主体） 

第３条 協働提案を行うことができる者（以下「提案主体」という。）は、条例第２条第２

号に規定する者とする。 

（平24告示61・一部改正） 

（提案の要件） 

第４条 協働提案は、条例第３条第３項及び次の各号に定める要件を満たすものとする。 

(1) 提案主体自らが参加するものであること。 

(2) 提案主体又は市民及び市の役割分担が明示されていること。 

(3) 本市の区域内において取り組むものであること。 

２ 前項の規定にかかわらず、アイデア提案については、条例第３条第３項、前項第２号及

び第３号の要件を満たすものとする。 
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（平24告示61・一部改正） 

（提案の方法） 

第５条 提案主体が協働提案をしようとするときは、次の各号に掲げる提案の種類に応じ、

当該各号に定める提案書を市長に提出するものとする。 

(1) 市民発案型及び行政課題型 市民発案型・行政課題型協働提案書（様式第１号） 

(2) アイデア提案 アイデア提案書（様式第１号の２） 

２ 提案書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 提案主体の概要書（様式第２号） 

(2) 提案の実施に要する経費の概算書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

３ 提案主体は、提案書を提出するに当たり、提案の内容について市の関係部署に事前に確

認するものとする。 

（平24告示61・平26告示63・一部改正） 

（審査及び答申） 

第６条 前条により提案された協働提案については、条例第６条第１項に規定する米沢市協

働推進市民会議（以下「市民会議」という。）が、審査を行うものとする。 

２ 審査は、前条第１項及び第２項に規定する書類による１次審査並びに公開で実施する提

案発表会による２次審査とする。 

３ 市民会議は、前項の規定に基づき、協働提案が提案者と市との協働により実施すること

が適当であるか否かについて審査し、当該審査結果を市長に対し答申するものとする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、アイデア提案については、１次審査に基づき、協働提案が

市民と市との協働により実施することが適当であるか否かについて審査し、当該審査結果

を市長に対し答申するものとする。 

（平24告示61・全改） 

（提案者への通知） 

第７条 市長は、前条第３項に規定する答申に基づき、当該協働提案に係る事業の実施に関

する認定の可否について検討し、その結果を協働提案事業認定結果通知書（様式第３号。

以下「認定結果通知」という。）により提案者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条第４項に規定する答申に基づき、当該アイデア提案の取扱いについて検討

し、その結果を認定結果通知により提案者に通知するものとする。 

（平24告示61・平26告示63・一部改正） 
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（アイデア提案の取扱い） 

第８条 市長は、前条第２項の規定に基づき市民との協働により事業化を目指すことが適当

と判断したアイデア提案について、市民に提示することができるものとする。 

（平26告示63・一部改正） 

（協働事業の実施） 

第９条 提案者は、自らが行った協働提案における事業が第７条第１項の認定を受けたとき

は、当該認定を受けた事業（以下「協働事業」）を実施するものとする。 

２ 提案者は、協働事業を完了したときは、速やかに、協働事業完了報告書（様式第４号。

以下「完了報告書」という。）を市長に提出するものとする。 

（平26告示63・全改） 

（事業報告会の開催） 

第10条 市長は、完了報告書の提出を受けたときは、提案者が自ら実施した協働事業の内

容を報告する事業報告会を公開により開催するものとする。 

（平26告示63・旧第13条繰上・一部改正） 

（評価） 

第11条 市民会議は、完了報告書及び前条に規定する事業報告会における報告の内容に基

づき、協働事業の実施状況及び成果について評価し、当該評価結果を市長に報告するもの

とする。 

２ 市長は、前項に規定する報告を受けたときは、その内容について公表するものとする。 

（平26告示63・旧第14条繰上・一部改正） 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、協働提案の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（平26告示63・旧第15条繰上） 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日告示第61号） 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月25日告示第63号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 改正後の米沢市協働提案制度実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた協

働提案について適用し、同日前に行われた協働提案については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年６月24日告示第44号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正前の本則各号に掲げる要綱の規定により作成された様式の用紙は、

なお当分の間、使用することができる。 

附 則（令和３年３月22日告示第37号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様式」と

いう。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙は、当分の間、使用することができる。 
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様式第１号（第５条関係） 

（平26告示63・全改、令元告示44・令３告示37・一部改正） 

様式第１号の２（第５条関係） 

（平24告示61・全改・旧様式第１号の３繰上、平26告示63・令元告示44・令３告

示37・一部改正） 

様式第２号（第５条関係） 

（平26告示63・全改、令元告示44・一部改正） 

様式第３号（第７条関係） 

（平26告示63・全改、令元告示44・一部改正） 

様式第４号（第９条関係） 

（平26告示63・旧様式第７号繰上・一部改正、令元告示44・一部改正） 

 


